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ケーブルテレビ業界の概況
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ケーブルテレビサービス普及状況

**総務省資料2008年12月現在

* ケーブル年鑑2009
出展：

ケーブル加入世帯

2,280万世帯**

再送信加入世帯

2,986万世帯**

ホームパス世帯

4,423万世帯*

全国総世帯

5,229万世帯

43.6%

57.1%

84.5%

100%

多チャンネル放送加入世帯

544万世帯* 10.4%

インターネット加入世帯

408万世帯** 7.8%

3.0%
プライマリIP電話加入世帯

157万世帯*
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ブロードバンド契約数の推移

出展：総務省資料

合計

DSL

FTTH
CATV

契
約
数
（万
件
）

3,091万件

1,589万件

1,084万件

418万件
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ケーブルテレビ事業者の規模の分布

出展：ケーブルテレビ連盟

• 全事業者251社*のブロードバンドサービス平均加入者数は、1.6万加入。

*) MSO加盟社は、MSO単位で１社としてカウント

100

1,000

10,000

100,000

1,000,000

10,000,000

平均加入者数（1.6万）

平均加入者数

大規模事業者

（10万加入以上）
55.6万

（4社）

中規模事業者

（１～10万加入）
2.3万
（52社）

小規模事業者

（1万加入以下）
2.7千
（251社）
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ケーブルテレビ事業者のシェア分布

上位7社で60%のシェア

• 少数の大規模事業者と多数の中小事業者という構造

50 100 150 200 2507



ケーブルインターネットの
IPv6対応
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ケーブルインターネット テストベッド構成図

CMTSの上位L3スイッチ or ルータ
•Dual Stack
•CMTSと動的経路交換できる DOCSIS3.0対応

プロビジョニングサーバ
(DHCPv6対応DHCPサーバ)

IPv4, IPv6
インターネット

DOCSIS3.0対応 CMTS
(Cable Modem Termination System)

DOCSIS3.0、2.0対応
ケーブルモデム

DHCPv6対応 CPE
Windows Vista, 7, etc
各社BBルータ

イーサネット

PC IP TV STB

STB
TV

PC

eMTATEL

同軸網

HDTV

HDTV



ケーブル業界団体のIPｖ４アドレ
ス枯渇とIPv6化への対応体制
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ケーブルテレビのIPv4アドレス枯渇対応

• 日本ケーブルテレビ連盟と日本ケーブルラボの活動

– ケーブルテレビ事業者のIPv4アドレス枯渇対応と
IPv6サービス導入を支援

• ケーブルテレビ事業者が自社のIPアドレスの枯渇時期
を把握し、対応プランを立案し、実行することを支援する。

• 対応が遅れることにより利用者に不便をかけることを防
ぐ。

ケーブルテレビ業界として、IPv4枯渇対応を積極的に

進めることで、ケーブルテレビ業界のブランドイメージを
向上させ、顧客満足度を上げる。

IPv4アドレス枯渇対応プロジェクト
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・全般的情報流通

（総務省及びJCTAを含む

１７業界団体）

・会合参加
・進捗フォロー
・連携継続

IPv4アドレス枯渇問題へのJCTAとしての対応体制

・個別課題・対策の概要
・個別概算コスト見積もり

・経営判断・意思決定

・個別実行計画
・設計
・検証
（自前設備/ﾃｽﾄﾍﾞｯﾄ借用）
・機器調達/構築
・運用システム準備
・要員教育
・進捗管理

個別実行

リファレンス等

・教育・テストベッドWG

・広報WG

・アクセス網WG

・アクションプラン支援WG

IPv4アドレス枯渇対応TF

IPv4アドレス枯渇対応プロジェクト

・事業者への広報、啓発、教育
・事業者、ベンダーとの情報流通

・事業者計画の進捗フォロー

・ケーブル事業の共通的方針・アクション
プラン検討

・テストベッド構築支援

JCL事務局

技術事項

JCTA事務局

全体まとめ

CATV事業者

技術事項

メーカ/ベンダ

技術・製品支援

・Webロゴ・サービスロゴWG

・アプリケーションWG

（26社34名）

活動中のタスクグループ：

・ アクションプラン作成支援タスクグループ

・ IPv6 CATVアクセス仕様検討タスクグループ



ケーブル業界団体のIPｖ４アドレス枯
渇とIPv6化への対応状況について

アンケートを実施



13

アンケート実施概要

1. 目的

– ケーブルテレビ事業者のIPv4アドレス枯渇対応状況の調査

– IPv4アドレス枯渇対応プロジェクトの活動方針へのフィードバック

2. 実施時期

– 2009年5月28日～6月15日

– Webページによるアンケート方式

3. 実施方法

– ケーブルテレビ連盟加入事業者355社に回答依頼

4. 回答数

– 155社、回答率44%（昨年10月に実施した、前回のアンケートの回収率は64%）

– 回答のあった事業者のインターネットサービス加入者数の合計は、約330万加入
で、全加入者数の約410万加入の83％となるので、業界の状況をよく表していると
考えられる。

5. 集計方法

– MSO加盟事業者は、MSOが代表して回答している場合もあり、各MSOごとに統
一した回答になると想定し、１社として計上した。

– 業界全体に対する影響度を見るため、回答事業者数だけでなく、加入者数に換算
した数字も集計した。
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インターネット接続サービスの運用形態

運用形態（事業者数） 運用形態（加入者数換算）

自主運用
（72%)

ISP（25%)

MSO（3%)

自主運用
（36%) MSO（57%)

ISP（7%)

• インターネット接続サービスの運用形態は、事業者数でみると、72%が自主
運用、25%がISPに依存、3%がMSOに依存する形態となっている。

• 加入者数でみると、57%がMSOに依存と多くなり、7%がISPに依存、自主運
用は36%に減少する。

• MSOやISPに依存している事業者は、それぞれのMSOやISPの枯渇対応の

進展にともなって対応が進むと楽観視できるが、中小の自主運用事業者の
対応状況の動向には注意する必要があると考えられる。

（MSO加盟会社は、MSO単位で一社とカウントしている）
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IPアドレス提供形態

IPアドレス提供形態（事業者数） IPアドレス提供形態（加入者数換算）

グローバルのみ
（61%)

グローバル＋
プライベート

（33%)

プライベートのみ
（6%)

グローバルのみ
（80%)

グローバル＋
プライベート

（20%）

プライベートのみ
（0.4%)

• ユーザーに払い出すインターネットアドレスの提供形
態は、グローバルアドレスのみの事業者数が61%、グ

ローバルアドレスとプライベートアドレスの両方を払い
出している事業者数は33%、プライベートアドレスのみ
を払い出している事業者数は6%となっている。

• プライベートアドレスを使用している事業者は、相対的
に規模が小さなところが多く、加入者数でみると、グ
ローバルアドレスのみの事業者が80%、両方を払い出
している事業者は20％、プライベートのみの事業者は
0.4%となる。

プライベートのみ 0.16万

プライベート＋グローバル 1.3万

グローバルのみ 3.0万

IPアドレス提供形態と事業
者規模（平均加入者数）
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IPv4アドレス枯渇見込み

アドレス枯渇見込み（事業者数） アドレス枯渇見込み（加入者数換算）

枯渇する
（36%)

枯渇しない
（38%)

未検討（26%) 枯渇する
（70%)

枯渇しない
（14%)

未検討（16%）

• IPv4アドレスの枯渇見通しは、枯渇する事業者数が36％（54
社）に対し、枯渇しない見込みの事業者数は38％（57社）とかな
り多い。

• まだ検討していない事業者数が26％（38社）ある。

• 加入者数でみると、「枯渇する」が70％、「枯渇しない」が14％と
なる。平均加入者数は、枯渇する事業者が約4．4万加入に対し、
枯渇しない事業者は約8,300加入なので、事業者の規模の大き
い方が枯渇する見込みであることがわかる。

• 未検討の事業者の平均加入数は、約1.45万なので、中規模以

上の事業者でもまだ検討に着手していないところがあることが
わかる。

枯渇する 4.4万

枯渇しない 0.83万

未検討 1.45万

アドレス枯渇見込みと事業者
規模（平均加入者数）
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IPv4アドレスが枯渇しない事業者の内訳

• IPv4アドレスが枯渇しないとしている55社の事業者の、IPアドレス提供
形態を調べた。

– グローバルのみを提供している事業者で、IPv4アドレスが枯渇しな

い理由は、事業者の規模が小さく、新規加入者数が少ないため、
保有アドレスに余裕がある。

– グローバルとプライベートの両方を提供している事業者は、事業者
規模がやや大きいが、プライベートアドレスを提供することで、グ
ローバルアドレスの消費が押さえられているものと考えられる。

IPv4アドレスが枯渇しない事業者の内訳
（事業者数）

グローバルのみ
（53%)

プライベートのみ
（11%)

グローバル＋

プライベート
（36%)

IPv4アドレスが枯渇しない事業者の内訳
（平均加入者数）

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

プライベートのみ（1,830）

グローバル＋プライベート（11,702）

グローバルのみ（7,688）

（数字は平均加入者数）
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IPv6サービス提供予定

IPv6サービス予定（事業者数） IPv6サービス予定（加入者数換算）

• IPv6サービスを実施する予定について質問した。

– IPv6サービスを実施する予定があると回答した事業
者は48社で、事業者数では33％だが、加入者数換
算では73％（237万加入）となり、大手の事業者が実
施予定であることがわかる。

– サービス開始時期は、早い事業者では2010年から
予定しているところもある。

未検討（54%）
あり（33%）

なし（12%）

未検討（20%）

あり（73%）

なし（7%）

あり 4.9万

なし 1.3万

未検討 0.82万

IPv6サービス実施予定と
事業者規模（加入者数）
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ネットワークやサービスの設計体制

ネットワーク・サービス設計体制
（事業者数）

ネットワーク・サービス設計体制
（加入者数換算）

自社（54%)
インテグレータ

（27%)

機器ベンダー
（19%)

自社（78%)

インテグレータ
（13%)

機器ベンダー
（9%)

• ネットワークやサービスの設計体制について質問した。

– 大手ほど自社で設計する体制を整えていることが
わかる。

– 中小事業者はインテグレーター、機器ベンダーによ
るサポートが重要となると考えられる。

自社 3.1万

インテグレータ 1.0万

機器ベンダー 1.0万

設計体制と事業者規模
（平均加入者数）
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IPv6技術者の教育ニーズ

IPv6技術者の教育状況

習得済み（5%)
15名

教育対象（95%)
318名

• IPv6技術者の教育サービス対象人数について質問した。

– 教育対象技術者数が318名となっている。アンケートの回
答社数は、加入者換算で83％となっているので、事業者
全体に単純に換算すると383名となる。

– 300～400名の技術者を、今後2年程度の期間に教育する
システムを構築する必要があると考えられる。



ま と め
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ケーブルテレビ業界のIPv6対応

• 先進的な事業者は早期にサービスを開始する。

• 大手MSOは2011〜2012年にサービス提供予定。

• 中小事業者は、業界の動きを見て追随するところ
が多い。IPv6サービスの提供により成功するところ
が出ると、その動きが加速する。

• IPv4アドレス枯渇の見通しの無い事業者の対応は
遅くなる。指針の提示が必要と思われる。

• 技術力が強くない多くの中小事業者にとり、システ
ムインテグレーターのサポートが重要になる。

• ケーブルテレビ連盟、ケーブルラボは、業界内の
情報のとりまとめと周知により、IPv6化の促進をは
かる。


